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施設ケアの質指標の検討と介護安全に関する研究（２４－８） 

 

主任研究者 大浦 智子 国立長寿医療研究センター 老年学・社会科学研究センター 

科学的介護推進チーム（チームリーダー） 

 

 研究要旨 

 国内の科学的介護を推進することが期待されているなか、科学的介護情報システム

（Long-term care Information system For Evidence：LIFE）測定項目の見直しが行われ

ており、質指標の整理は喫緊の課題である。さらに、介護施設における安全管理体制の強

化は始まったばかりであり、安全管理体制と事故との関連を明らかにすることは、高齢者

介護の質向上において大いに意義がある。また、高齢者の転倒は骨折や外傷性脳損傷を引

き起こし、死亡率の増加や医療費の増大と関連する重要な課題であり、日常的に関与する

介護職員の役割が重要視されている。加えて、認知症の緩和ケアは、死に至るまで生命・

生活・人生の質（quality of life: QOL）維持向上のためにその重要性が欧米では認識され

てきたが、ケアの意思決定の多くは家族によるところが多く、家族に対する緩和ケア教育

も不可欠である。本研究は、根拠に基づく介護の推進に向けて、介護の質指標を明らかに

し、LIFE の発展につなげること、長期的には介護保険総合データベース（介護 DB）を活

用して介護の安全対策実態を明らかにすることを目的とする。 

 2025 年度は、１）施設単位のデータベースを用いて介護の質指標の一つと言われる安全

対策体制加算とアウトカムを反映する褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）との関連を明らかにした

他、２）介護施設および地域における高齢者の転倒予防を目的とした介護職員に対する教育

介入の有効性に関するメタアナリシス、３）家族介護者への認知症緩和ケア教育の内容とそ

の効果に関するシステマティックレビューを継続した。 

 結果として、１）科学的介護推進体制加算を取得している介護老人福祉施設において、安

全対策体制加算の取得は、褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）の取得と正の関連を示し安全管理体

制の整備を併せて推進することが、褥瘡予防・改善に関連する質アウトカムの達成に寄与す

る可能性、２）介護職員に対する教育介入のランダム化比較試験を対象とした系統的レビュ

ーおよびメタアナリシスにおいては 15 件の研究（計 34,180 名）を統合解析した結果、職

員教育は転倒率を約 20％有意に低下させたが、外傷転倒および転倒者割合には有意な影響

を認めず、アクティブラーニングを用いた教育では転倒率が約 30％低下したことが明らか

となった。また、３）認知症の人の家族介護者に教育介入した RCT 研究は 79 件が抽出さ

れ、このうち緩和ケア教育の３要素のいずれかを含むものは 45 件、３要素すべて含む包括

的認知症緩和ケア教育は 10 件で、2010 年以降の近年 15 年に集中していた。 
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Ａ．研究目的 

 本研究は、根拠に基づく介護の推進に向けて、介護の質指標を明らかにして科学的介護

情報システム（Long-term care Information system For Evidence：LIFE）の発展につな

げること、長期的には介護保険総合データベース（介護 DB）を活用して介護の安全対策

の実態を明らかにすることを目的とする。国内の科学的介護を推進することが期待されて

いるなか、LIFE 測定項目の見直しが行われており、質指標の整理は喫緊の課題である。 

また、高齢者の転倒は骨折や外傷性脳損傷を引き起こし、死亡率の増加や医療費の増大

と関連する重要な課題であり、日常的に関与する介護職員の役割が重要視されている。加

えて、認知症の緩和ケアは、死に至るまで生命・生活・人生の質（quality of life: QOL）

維持向上のためにその重要性が欧米では認識されてきたが、ケアの意思決定の多くは家族

によるところが多く、家族に対する緩和ケア教育も不可欠である。 

本研究は、根拠に基づく介護の推進に向けて、介護の質指標を明らかにし、LIFE の発

展につなげること、長期的には介護保険総合データベース（介護 DB）を活用して介護の

安全対策実態を明らかにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

2025 年度は、１）施設単位のデータベースを用いて介護の質指標の一つと言われる安全

対策体制加算とアウトカムを反映する褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）との関連を明らかにし

た他、２）介護施設および地域における高齢者の転倒予防を目的とした介護職員に対する

教育介入の有効性に関するメタアナリシス、３）家族介護者への認知症緩和ケア教育の内

容とその効果に関するシステマティックレビューを継続した。 
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１）施設単位のデータベースを用いて介護の質指標の一つと言われる安全対策体制加算と

アウトカムを反映する褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）との関連 

本研究は、全国の介護老人福祉施設を対象に、科学的介護推進体制加算を取得している施

設において、安全対策体制加算の取得が褥瘡を予防や改善で取得可能である褥瘡マネジメ

ント加算（Ⅱ）の取得と関連するかを検討した施設単位の横断研究である。介護サービス情

報公表システムをベースとして構築された SCUEL データベースを用い、2025 年 10 月時

点のデータから解析用データセットを作成した。対象は、介護老人福祉施設のうち、科学的

介護推進体制加算（Ⅰ）または（Ⅱ）を取得し、褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）の情報を有す

る 5,794 施設とした。目的変数は褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）の取得有無、説明変数は安全

対策体制加算の取得有無とした。施設規模、職員配置、利用者の要介護度構成、施設体制系

の加算、LIFE 関連加算を共変量として調整した。主解析では、共変量を全て用いて傾向ス

コアを推定し、安定化 IPTW を適用した。極端な重みの影響を抑えるため、上下 1%で

winsorize を行い、都道府県クラスタロバスト標準誤差を用いた IPTW の重み付きロジステ

ィック回帰分析によりオッズ比を推定した。 

（倫理面への配慮） 

国立長寿医療研究センターの倫理審査委員会により承認された（受付番号：1878-2）。

本研究で用いたデータは、個人を特定する情報を含まない福祉施設単位の情報であり、か

つ公的に公開されているオープンデータを二次利用したものである。 

２）介護施設および地域における高齢者の転倒予防を目的とした介護職員に対する教育介

入の有効性に関するメタアナリシス 

本研究では、介護施設および地域における高齢者の転倒予防を目的として、介護職員に

対する教育介入の有効性を検証するため、ランダム化比較試験を対象とした系統的レビュ

ーおよびメタアナリシスを実施した。 

３）家族介護者への認知症緩和ケア教育の内容とその効果に関するシステマティックレビ

ュー 

本研究は、家族介護者への認知症緩和ケア教育の内容とその効果についてシステマティ

ックレビューを行い、教育介入内容や、効果の指標を系統的にレビューし、報告された効

果についてメタ分析することを目的とした。 

 

Ｃ．研究結果 

１）施設単位のデータベースを用いて介護の質指標の一つと言われる安全対策体制加算と

アウトカムを反映する褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）との関連 

主解析対象 5,794 施設のうち、安全対策体制加算なし群は 1,223 施設、安全対策体制加

算あり群は 4,571 施設であった。褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）の取得割合は、安全対策体制

加算なし群で 13.6%、あり群で 33.4%であった。有効サンプルサイズは 5,686 であり、重み

付けによる情報量の低下は小さかった。主解析では、安全対策体制加算あり群はなし群と比
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較して、褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）を取得しているオッズが有意に高かった（OR 2.73、

95%信頼区間 2.31–3.23、<0.001 ）。本研究の結果から、科学的介護推進体制加算を取得し

ている介護老人福祉施設において、安全対策体制加算の取得は、褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）

の取得と正の関連を示した。 

２）介護施設および地域における高齢者の転倒予防を目的とした介護職員に対する教育介

入の有効性に関するメタアナリシス 

15 件の研究（計 34,180 名）を統合解析した結果、職員教育は転倒率を約 20％有意に低

下させたが、外傷転倒および転倒者割合には有意な影響を認めなかった。一方、アクティブ

ラーニングを用いた教育では転倒率が約 30％低下し、より一貫した効果が示された。以上

より、職員教育は転倒予防に有効であり、特にアクティブラーニングの導入が重要であるこ

とが示唆された。 

３）家族介護者への認知症緩和ケア教育の内容とその効果に関するシステマティックレビ

ュー 

現在、Cochrane のガイダンスに基づき、医学系データベースで適格なランダム化試験を

包括的に検索し、12711 件からスクリーニングを終え、79 件を Full review を実施した。

現在公式に定義された認知症の緩和ケアの家族教育の内容は存在しないため、欧州緩和ケ

ア学会で国際的に定義された「認知症の適切な緩和ケア」の定義に基づいて操作定義を設定

し、その内容を包括した教育内容を効果分析の対象とし 10 件を抽出した。今後、抽出され

た 10 件についてメタアナリシスを行い、その教育内容と効果について検証する。 

 

Ｄ．考察と結論 

１）施設単位のデータベースを用いて介護の質指標の一つと言われる安全対策体制加算と

アウトカムを反映する褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）との関連 

科学的介護推進体制加算を取得している介護老人福祉施設において、安全対策体制加算

の取得は、褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）の取得と正の関連を示した。科学的介護推進体制加

算の取得している施設において、安全管理体制の整備を併せて推進することが、褥瘡予防・

改善に関連する質アウトカムの達成に寄与する可能性が示唆された。 

２）介護施設および地域における高齢者の転倒予防を目的とした介護職員に対する教育介

入の有効性に関するメタアナリシス 

アクティブラーニングを取り入れた教育プログラムは、従来型の講義中心の教育と比較

して、より大きくかつ一貫した効果を示した。このことは、転倒予防において単に知識を

伝達するだけでなく、現場における行動変容を促す教育設計が重要であることを示唆して

いる。介護現場における転倒予防戦略として、職員教育は有効な手段の一つであり、特に

アクティブラーニングを取り入れた教育プログラムの導入が推奨される。今後は、多施設

共同研究や長期的フォローアップを含む研究を通じて、より実践的かつ持続可能な教育モ

デルの確立が求められる。 
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３）家族介護者への認知症緩和ケア教育の内容とその効果に関するシステマティックレビ

ュー 

効果の指標は、介護者の介護負担感（Zarit）やうつの軽減（NPI）、認知症の人の生活

の質に関心が向けられているが、使用された尺度はばらつきが非常に大きい。今後、メタ

アナリシスの方針について検討していく。本研究結果は、家族介護者へ全人的なケアを提

供する体制について立案する根拠となり、認知症への介入において、予防・治療だけでな

く、緩和ケアという選択肢の肯定的な提案が可能となることが期待される。 
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